
様式第九（第４条関係）
新事業活動に関する規制について規定する法律及び法律に基づく命令の規定に係る照会書

　
年　月　日
　　主務大臣　名　　殿

住　　　　所

　　　　　　　　　　　　名　　　　称

　　　　　　　　　　　　代表者の氏名

産業競争力強化法第７条第１項の規定に基づき、実施しようとする新事業活動及びこれに関連する事業活動に関する規制について規定する法律及び法律に基づく命令の規定の解釈並びに当該新事業活動及びこれに関連する事業活動に対する当該規定の適用の有無について、確認を求めます。

記
１．新事業活動及びこれに関連する事業活動の目標
２．新事業活動及びこれに関連する事業活動により生産性の向上又は新たな需要の獲得が見込まれる理由
３．新事業活動及びこれに関連する事業活動の内容

４．新事業活動及びこれに関連する事業活動の実施時期

５．解釈及び適用の有無の確認を求める規制について規定する法律及び法律に基づく命令の規定

６．具体的な確認事項並びに規制について規定する法律及び法律に基づく命令の規定の解釈及び当該規定の適用の有無についての見解

７．その他

（備考）

１．主務大臣の求めに応じ、必要な書類を提出するよう努めること。

２．「関連する事業活動」に関する規制について規定する法律及び法律に基づく命令の規定の解釈並びに当該事業活動に対する当該規定の適用の有無について確認を求める必要がない場合にあっては、「及びこれに関連する事業活動」の文字を抹消する。

３．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。

（記載要領）

１．新事業活動及びこれに関連する事業活動の目標

新事業活動及びこれに関連する事業活動に係る事業の目標（新事業活動及びこれに関連する事業活動を行おうとする背景となる事情及びそれにより目指す事業の方向性）を要約的に記載する。

２．新事業活動及びこれに関連する事業活動により生産性の向上又は新たな需要の獲得が見込まれる理由
新事業活動及びこれに関連する事業活動を実施することにより、生産性の向上（資源生産性の向上を含む。）又は新たな需要の獲得が見込まれることを要約的に記載する。

３．新事業活動及びこれに関連する事業活動の内容

（１）新事業活動及びこれに関連する事業活動に係る事業の実施主体を記載する。
（２）新事業活動及びこれに関連する事業活動に係る事業の概要を記載する。

（３）新事業活動及びこれに関連する事業活動を行う場所の住所を記載する。

４．具体的な確認事項並びに規制について規定する法律及び法律に基づく命令の規定の解釈及び当該規定の適用の有無についての見解には、新事業活動等に関する法令の適用関係についての自己の見解を記載する。
�経済産業省Webページに記入例も公表しており、そちらを参考にご記載ください。�また、過去の照会実績の中には、照会書を公開しているものもありますので、そちらも参考にしてください。�〇記入例��HYPERLINK "https://www.meti.go.jp/policy/jigyou_saisei/kyousouryoku_kyouka/shinjigyo-kaitakuseidosuishin/example_yoshiki9.pdf"��https://www.meti.go.jp/policy/jigyou_saisei/kyousouryoku_kyouka/shinjigyo-kaitakuseidosuishin/example_yoshiki9.pdf��〇過去の照会実績��HYPERLINK "https://www.meti.go.jp/policy/jigyou_saisei/kyousouryoku_kyouka/shinjigyo-kaitakuseidosuishin/result/gray_zone.html"��https://www.meti.go.jp/policy/jigyou_saisei/kyousouryoku_kyouka/shinjigyo-kaitakuseidosuishin/result/gray_zone.html�


�事業所管大臣と規制所管大臣を記載する。その両大臣が異なったり、複数に渡る場合は、該当の大臣名を複数記載する。


�役職名まで正式名称で記載する。


会社ではなく個人事業主であれば屋号を記載。


�規制所管省庁はここに記載された内容を前提に検討・判断を行う。


ここに記載されていない内容については検討されないため、　事業内容については漏れなく、簡潔に記載する。


�事業所管省庁と規制所管省庁が対応するに当たっての　　　　スケジュール感を把握できるよう、いつ頃から事業を開始する想定なのか、記載する。


※既に実施している事業は、制度の対象外となる。


�照会したい事業に関する規制の根拠となる法令等が


どのように規定されているのか、照会書で分かるよう、対象となる法令等の該当条文をそのまま引用する。


�・確認したい事項は、何を確認したいのかがひと目で　理解できるよう、簡潔に記載する。


・自己の見解を記載するにあたり、法令の文言や規制　所管省庁が示している逐条解説での見解等を参考に　論理的に説明する。


�備考以降は、送付時に削除する。






